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Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
の
移
民
流
入
数
が

減
少
す
る
一
方
で
、
域
内
の
労
働
者

の
流
入
が
急
速
に
増
加
し
て
い
る
。

政
府
は
、
域
内
移
民
に
よ
る
社
会
保

障
給
付
の
悪
用
を
防
止
す
る
措
置
と

し
て
、
入
国
か
ら
三
カ
月
は
求
職
者

手
当
の
申
請
を
認
め
な
い
な
ど
、
要

件
の
厳
格
化
を
進
め
て
い
る
。
三
月

に
は
新
た
に
、
申
請
ま
で
の
三
カ
月

間
に
関
す
る
所
得
額
に
条
件
を
設
け
、

こ
れ
を
満
た
さ
な
い
場
合
は
受
給
可

能
な
給
付
を
大
幅
に
制
限
す
る
と
の

制
度
改
正
を
行
っ
た
。

Ｅ
Ｕ
域
内
か
ら
の
労
働
者
、

引
き
続
き
増
加

　

統
計
局
が
二
月
に
公
表
し
た
移
民

統
計
に
よ
れ
ば
、
移
民
の
純
流
入
数

は
二
〇
一
三
年
九
月
ま
で
の
一
二
カ

月
間
で
二
一
万
二
〇
〇
〇
人
と
な
り
、

前
期
（
二
〇
一
二
年
九
月
ま
で
の
一

二
カ
月
間
、
一
五
万
四
〇
〇
〇
人
）

か
ら
四
割
近
い
増
加
と
な
っ
た
。
Ｅ

Ｕ
域
外
か
ら
の
純
流
入
数
に
つ
い
て

は
、
就
学
目
的
の
移
民
を
中
心
に
、

家
族
（
呼
び
寄
せ
）
な
ど
と
合
わ
せ

て
継
続
的
な
減
少
傾
向
に
あ
る
が

（
こ
こ
二
年
間
で
六
割
近
く
に
減
少
、

前
期
か
ら
は
一
割
強
の
減
）、
Ｅ
Ｕ

域
内
か
ら
の
移
民
が
急
速
に
拡
大
し

て
い
る
こ
と
が
全
体
で
増
加
と
な
っ

た
理
由
だ
。
国
籍
別
の
デ
ー
タ
が
得

ら
れ
る
国
民
保
険
へ
の
外
国
人
（
成

人
）
新
規
登
録
数
で
み
る
と
、
全
体

で
は
一
九
％
増
加
、
国
別
に
は
ポ
ー

ラ
ン
ド
の
ほ
か
、
ス
ペ
イ
ン
や
イ
タ

リ
ア
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
な
ど
か
ら
の
移

民
に
よ
る
登
録
数
が
増
加
し
て
お
り

（
１
）、
特
に
南
欧
諸
国
に
つ
い
て
は

不
況
に
伴
う
雇
用
状
況
の
厳
し
さ
が

影
響
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

　

就
労
目
的
の
入
国
者
は
さ
ら
に
、

予
め
仕
事
が
決
ま
っ
て
い
る
（
以
下
、

「
就
職
」）
者
と
、
求
職
を
目
的
と

す
る
者
に
分
か
れ
る
。
Ｅ
Ｕ
域
外
か

ら
の
移
民
で
は
就
職
目
的
の
純
流
入

は
近
年
ほ
と
ん
ど
な
く
、
過
去
に
求

職
目
的
で
入
国
し
た
者
の
流
出
に
よ

り
実
質
的
な
減
少
が
続
い
て
い
る
の

に
対
し
て
、
域
内
他
国
か
ら
の
移
民

に
つ
い
て
は
就
職
・
求
職
と
も
純
増

し
て
お
り
、
と
く
に
求
職
者
は
Ｅ
Ｕ

全
体
で
前
年
の
一
・
八
倍
、
従
来
か

ら
の
加
盟
国
（
Ｅ
Ｕ
１
４
）
で
は
同

三
・
六
倍
に
達
す
る
。

　

域
内
か
ら
の
移
民
を
め
ぐ
っ
て
は
、

二
〇
〇
七
年
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
で
あ
る

ル
ー
マ
ニ
ア
及
び
ブ
ル
ガ
リ
ア
か
ら

の
移
民
労
働
者
に
対
す
る
域
内
他
国

で
の
就
労
制
限
の
期
限
が
昨
年
末
で

廃
止
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
一
月
以

降
に
両
国
か
ら
の
移
民
が
急
激
に
増

加
す
る
と
の
予
測
も
一
部
で
な
さ
れ

て
い
る（
２
）。
政
府
は
、
両
国
か
ら

の
労
働
者
の
就
労
自
由
化
と
関
連
付

け
て
、
社
会
保
障
制
度
の
悪
用
を
目

海
外
労
働
事
情

イ
ギ
リ
ス

Ｅ
Ｕ
移
民
の
社
会
保
障
給
付
の
受
給
に

所
得
要
件
を
追
加

図表　就労目的の移民の地域別純流入数の推移

EEA移民のカテゴリ別社会保障給付の受給権

図表　技能水準別就業者の推移
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機械操作、単純労働
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資料出所：Home Office "Employment and occupational skill levels among UK and foreign nationals"付属
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給付制度 労働者
（worker）

求職者
（jobseeker）

児童給付および児童税額控除 ○ ○

求職者手当
※求職者手当に関する3カ月の居住要件（居住権テストの適用）

○
なし

○
あり

雇用・生活補助手当、所得補助、年金クレジット、住宅給付 ○ ×
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ア
メ
リ
カ
①
Ｖ
Ｗ
テ
ネ
シ
ー
州
工
場
組
織
化
選
挙
、

上
院
議
員
発
言
が
波
紋

的
と
す
る
域
内
か
ら
の
移
民
が
増
加

す
る
可
能
性
を
懸
念
、
対
応
策
と
し

て
社
会
保
障
給
付
の
受
給
権
の
制
限

を
強
化
す
る
方
針
を
昨
年
末
に
示
し

て
い
た
。
こ
の
一
環
と
し
て
、
一
月

か
ら
は
、
加
盟
国
を
含
む
欧
州
経
済

圏
（
Ｅ
Ｅ
Ａ
）
各
国
か
ら
の
移
民
に

対
し
て
入
国
後
三
カ
月
間
は
求
職
者

手
当
（
所
得
調
査
制
）
の
申
請
資
格

を
認
め
な
い
と
す
る
制
度
改
正
が
行

わ
れ
た
。
三
カ
月
を
経
て
給
付
を
申

請
す
る
際
に
は
、
滞
在
理
由
や
滞
在

状
況
な
ど
の
審
査（
居
住
権
テ
ス
ト
）

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ

の
内
容
も
厳
格
化
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
、
受
給
が
認
め
ら
れ
る
場
合
も
、

受
給
期
間
は
最
長
六
カ
月
に
限
定
、

こ
れ
以
降
は
確
実
な
雇
用
の
見
込
み

が
あ
る
場
合
以
外
は
、
受
給
の
継
続

は
認
め
ら
れ
な
い
。
こ
の
ほ
か
四
月

か
ら
は
、
新
た
に
入
国
す
る
求
職
者

に
対
し
て
低
所
得
層
向
け
住
宅
給
付

の
申
請
を
認
め
な
い
こ
と
を
決
め
て

い
る
。

　

こ
う
し
た
制
度
改
正
に
加
え
て
、

三
月
に
は
さ
ら
な
る
受
給
資
格
の
制

限
策
と
し
て
、
申
請
に
先
立
つ
三
カ

月
間
に
就
労
を
通
じ
て
一
定
の
所
得

を
得
て
い
る
こ
と
が
要
件
化
さ
れ
た
。

所
得
額
の
基
準
は
、
国
民
保
険
の
拠

出
が
発
生
す
る
所
得
下
限
額
（
二
〇

一
三
年
度
に
は
週
一
四
九
ポ
ン
ド
―

最
低
賃
金
額
で
の
週
二
四
時
間
の
労

働
に
相
当
）
に
設
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
を
下
回
る
場
合
は
、
基
本
的
に

「
労
働
者
」（
ま
た
は
自
営
業
者
）
で

は
な
く
「
求
職
者
」
と
み
な
さ
れ
、

求
職
者
手
当
以
外
の
低
所
得
層
向
け

給
付
（
雇
用
・
生
活
補
助
手
当
（
所

得
連
動
制
）、
所
得
補
助
、
住
宅
給
付
、

年
金
ク
レ
ジ
ッ
ト
、
住
宅
給
付
）
の

申
請
は
認
め
ら
れ
な
い（
３
）。

域
外
か
ら
の
移
民
減
に
よ
り
低

技
能
の
雇
用
が
イ
ギ
リ
ス
人
に

　

内
務
省
は
二
月
、
イ
ギ
リ
ス
人
及

び
移
民
労
働
者
の
技
能
水
準
別
の
就

労
状
況
に
関
す
る
レ
ポ
ー
ト
を
ま
と

め
た
。
近
年
国
内
に
流
入
し
て
い
る

移
民
は
、
低
技
能
職
種
の
雇
用
に
就

く
傾
向
に
あ
り
、
イ
ギ
リ
ス
人
労
働

者
の
こ
の
分
野
で
の
雇
用
の
減
少
と

対
を
な
す
形
で
推
移
し
て
き
た
。
し

か
し
、
二
〇
一
二
年
に
関
し
て
は
こ

れ
が
反
転
し
、
低
技
能
職
種
に
お
け

る
雇
用
の
増
加
分
の
大
半
（
四
二
万

五
〇
〇
〇
人
の
う
ち
三
六
万
七
〇
〇

〇
人
分
―
八
六
％
）
を
イ
ギ
リ
ス
人

労
働
者
が
占
め
た
と
す
る
内
容
だ
。

報
告
書
は
、
政
府
の
移
民
引
き
締
め

策
に
よ
り
、
就
学
・
家
族
ル
ー
ト
に

よ
る
移
民
流
入
を
抑
制
し
た
結
果
と

し
て
、
こ
う
し
た
層
に
よ
る
低
技
能

職
種
で
の
雇
用
が
減
少
し
、
こ
れ
が

イ
ギ
リ
ス
人
の
雇
用
増
に
つ
な
が
っ

た
可
能
性
を
指
摘
し
て
い
る
。
な
お
、

報
告
書
が
示
す
地
域
別
の
デ
ー
タ
に

よ
れ
ば
、
二
〇
〇
四
年
か
ら
二
〇
一

一
年
ま
で
の
低
技
能
職
種
で
の
雇
用

増
の
大
半
は
、
東
欧
諸
国
か
ら
の
労

働
者
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
て
い
る
。

［
注
］

１　

ポ
ー
ラ
ン
ド
が
一
一
万
一
四
五
〇
人

（
三
万
九
八
〇
人
増
）
と
最
多
で
、
以
下
、

ス
ペ
イ
ン
五
万
一
七
三
〇
人
（
一
万
三

六
五
〇
人
増
）、
イ
タ
リ
ア
四
万
四
一
一

〇
人
（
一
万
七
五
〇
〇
人
増
）、
ポ
ル
ト

ガ
ル
三
万
一
二
〇
人
（
九
六
八
〇
人
増
）

な
ど
。
こ
の
ほ
か
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
フ

ラ
ン
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ギ
リ
シ
ャ

な
ど
Ｅ
Ｕ
域
内
を
中
心
に
増
加
、
一
方
、

パ
キ
ス
タ
ン
、
イ
ン
ド
、
リ
ト
ア
ニ
ア

に
つ
い
て
は
減
少
し
て
い
る
。

２　

こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
、
そ
う
し
た
状

況
は
生
じ
て
い
な
い
と
み
ら
れ
る
。

３　

所
得
が
規
定
額
を
下
回
る
場
合
、
よ

り
厳
し
い
審
査
に
よ
り
申
請
者
が
「
労

働
者
」
に
相
当
す
る
か
（
仕
事
は
正
真

正
銘
の
も
の
か
）
が
判
断
さ
れ
、
就
労

が
限
定
的
・
補
助
的
と
み
な
さ
れ
れ
ば
、

求
職
者
と
し
て
受
給
可
能
な
給
付
が
限

定
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
判
断
基
準
は
必

ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
な
お
、
求

職
活
動
も
行
っ
て
い
な
い
場
合
は
、
非

労
働
力
（econom

ically inactive

）
と

み
な
さ
れ
、
低
所
得
層
向
け
給
付
の
申

請
は
認
め
ら
れ
な
い
ほ
か
、
自
ら
の
生

活
を
維
持
で
き
る
財
力
が
あ
り
、
包
括

的
な
医
療
保
健
に
加
入
し
て
い
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

【
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二
月
一
二
日
か
ら
一
四
日
に
か
け

て
投
票
が
実
施
さ
れ
た
、
独
フ
ォ
ル

ク
ス
・
ワ
ー
ゲ
ン
社
の
テ
ネ
シ
ー
州

チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
の
労
働
組
合
組

織
化
選
挙
は
、
七
一
二
対
六
二
六
で

労
働
組
合
を
支
持
し
た
従
業
員
側
が

敗
北
し
た
。

　

こ
の
結
果
は
、
組
織
化
選
挙
を
主

導
し
た
全
米
自
動
車
労
組（
Ｕ
Ａ
Ｗ
）

の
み
な
ら
ず
、
大
方
の
予
想
を
裏
切

る
も
の
と
な
っ
た
。
さ
ら
に
は
、
テ

ネ
シ
ー
州
出
身
共
和
党
上
院
議
員
の

発
言
が
不
当
労
働
行
為
の
疑
い
が
あ

る
と
し
て
、
組
織
化
選
挙
を
管
理
す

る
全
国
労
働
委
員
会
に
Ｕ
Ａ
Ｗ
が
訴

え
る
と
い
う
異
例
の
事
態
と
な
っ
て

い
る
。

政
治
家
か
ら
の
反
組
合
活
動

　

最
初
の
投
票
日
に
あ
た
る
二
月
一

二
日
、
テ
ネ
シ
ー
州
選
出
コ
ー
カ
ー

連
邦
上
院
議
員
は
記
者
を
集
め
て
、

「
労
働
組
合
の
組
織
化
に
反
対
票
を

投
じ
れ
ば
、
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
に
中
型

Ｓ
Ｕ
Ｖ
の
製
造
施
設
を
誘
致
す
る
こ

と
に
な
っ
て
い
る
」
と
の
声
明
を
発

表
し
た
。選
挙
結
果
を
受
け
て
、コ
ー

カ
ー
上
院
議
員
の
こ
の
発
言
が
不
当

労
働
行
為
に
あ
た
る
か
ど
う
か
が
新

た
な
争
点
と
な
っ
て
い
る
。

　

コ
ー
カ
ー
上
院
議
員
は
、
政
治
家

の
言
論
の
自
由
が
守
ら
れ
て
し
か
る

べ
き
だ
と
主
張
す
る
と
と
も
に
、
そ

も
そ
も
二
月
一
二
日
の
時
点
で
は
、

お
よ
そ
一
〇
〇
〇
人
の
従
業
員
が
投

票
を
終
え
て
お
り
、
大
勢
に
影
響
は

な
か
っ
た
と
の
立
場
を
と
っ
て
い
る
。

　

一
方
で
、
Ｕ
Ａ
Ｗ
側
は
政
治
家
が

労
働
組
合
の
組
織
化
選
挙
を
妨
害
し

た
こ
と
が
前
代
未
聞
の
事
態
で
あ
る

と
も
に
、
そ
も
そ
も
Ｖ
Ｗ
に
よ
る
製

造
設
備
の
新
規
投
資
は
作
り
話
だ
と

し
て
、
全
国
労
働
委
員
会
に
訴
え
た
。

Ｕ
Ａ
Ｗ
は
再
選
挙
に
持
ち
込
み
た
い

構
え
で
あ
る
。

　

労
働
者
は
全
国
労
働
関
係
法
（
Ｎ

Ｌ
Ｒ
Ａ
）
の
定
め
る
手
続
き
に
よ
り
、

使
用
者
と
労
働
条
件
や
働
き
方
に
に

つ
い
て
合
法
的
に
使
用
者
と
交
渉
が

で
き
る
よ
う
に
な
る
。
そ
れ
が
従
業

員
に
よ
る
投
票
で
あ
る
。
投
票
に
は

労
働
者
と
使
用
者
双
方
が
守
ら
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
規
則
が
あ
る
が
、
対

象
に
は
政
治
家
が
入
っ
て
い
な
か
っ

た
。
団
体
交
渉
は
政
府
が
認
め
た
も

の
だ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が
っ

て
、
政
治
家
が
公
然
と
組
織
化
選
挙

で
反
組
合
活
動
を
展
開
す
る
こ
と
は

想
定
外
だ
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
。

　

本
件
に
関
し
て
、
ア
メ
リ
カ
労
働

総
同
盟
産
業
別
組
合
会
議（
Ａ
Ｆ
Ｌ
・

Ｃ
Ｉ
Ｏ
）の
組
織
化
委
員
会
ラ
リ
ー
・

コ
ー
エ
ン
議
長
は
、「
七
九
年
に
及
ぶ

全
国
労
働
関
係
法
の
歴
史
で
前
代
未

聞
の
出
来
事
だ
」
と
発
言
し
た
。

　

反
組
合
活
動
は
政
治
家
だ
け
に
と

ど
ま
ら
な
い
。「
全
国
ラ
イ
ト
・
ト
ゥ
・

ワ
ー
ク
法
的
防
御
基
金
（T

he 



海外労働事情

Business Labor Trend 2014.4

56

N
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ork L

egal 
D

efense F
oundation

）」
と
い
う

草
の
根
の
保
守
組
織
が
チ
ャ
タ
ヌ
ー

ガ
工
場
で
活
動
し
て
お
り
、
組
織
化

選
挙
を
何
度
で
も
妨
害
す
る
と
公
言

し
て
い
る
。
彼
ら
は
、「
組
合
の
ボ
ス

に
よ
る
支
配
か
ら
の
自
由
を
守
る
こ

と
に
Ｖ
Ｗ
が
非
協
力
的
だ
」
と
主
張

し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
政
治
家
や
草
の
根
組
織

の
活
動
が
従
業
員
の
投
票
に
影
響
を

与
え
た
だ
け
で
な
く
、
投
票
を
棄
権

さ
せ
た
と
Ｕ
Ａ
Ｗ
は
み
て
い
る
。
投

票
の
権
利
が
あ
る
従
業
員
は
二
五
〇

〇
人
ほ
ど
だ
っ
た
が
、
実
際
に
投
票

に
行
っ
た
の
は
約
半
数
に
と
ど
ま
っ

て
い
た
。

Ａ
Ｆ
Ｌ
・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
は
組
織
化

継
続
を
声
明

　

Ｖ
Ｗ
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
の
組
織

化
は
、
Ｕ
Ａ
Ｗ
に
と
っ
て
歴
史
的
な

敗
北
と
な
っ
た
。
Ｕ
Ａ
Ｗ
は
組
織
化

に
あ
た
り
、
生
産
性
と
品
質
向
上
に

対
し
て
経
営
側
に
協
力
す
る
ド
イ
ツ

式
の
従
業
員
代
表
制
を
導
入
す
る
こ

と
を
提
案
し
て
い
た
。
Ｖ
Ｗ
経
営
側

は
提
案
を
受
け
入
れ
、
組
織
化
に
協

力
的
だ
っ
た
が
、
こ
れ
は
労
働
組
合

に
対
し
て
歴
史
的
に
敵
対
的
な
関
係

に
あ
る
南
部
の
自
動
車
工
場
で
は
非

常
に
珍
し
い
こ
と
だ
っ
た
。
さ
ら
に

は
、
ド
イ
ツ
の
従
業
員
代
表
と
Ｖ
Ｗ

の
従
業
員
を
組
織
す
る
金
属
産
業
労

組
（
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
）
の
協
力
も
取
り

付
け
て
い
た
。

　

Ｖ
Ｗ
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
の
組
織

化
に
成
功
す
れ
ば
、
日
系
を
含
ん
だ

外
国
自
動
車
工
場
に
も
組
織
化
の
波

が
襲
っ
て
く
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な

い
状
況
に
あ
っ
た
。
Ｖ
Ｗ
の
敗
北
を

受
け
て
、
Ａ
Ｆ
Ｌ
・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
、
エ
リ

ザ
ベ
ス
・
バ
ン
組
織
局
長
は
、「
労
働

運
動
は
単
に
南
部
で
労
働
組
合
を
組

織
す
る
と
い
う
こ
と
に
と
ど
ま
ら
な

い
。
労
働
者
自
ら
が
職
場
で
自
ら
を

組
織
し
て
、
労
働
組
合
と
と
も
に
労

働
者
の
生
活
を
改
善
し
て
い
く
こ
と

こ
そ
が
大
事
な
の
だ
」
と
発
言
し
た
。

　

そ
の
う
え
で
、
過
去
三
年
間
に
、

テ
キ
サ
ス
州
と
フ
ロ
リ
ダ
州
で
七
〇

〇
〇
人
に
お
よ
ぶ
看
護
師
を
組
織
化

し
た
こ
と
や
、
サ
ン
ア
ン
ト
ニ
オ
の

ホ
テ
ル
労
働
者
、
ヒ
ュ
ー
ス
ト
ン
、

ダ
ラ
ス
、
オ
ー
ス
テ
ィ
ン
で
小
売
り

労
働
者
や
タ
ク
シ
ー
運
転
手
を
組
織

化
し
た
と
い
っ
た
南
部
で
の
成
果
を

強
調
し
た
。
同
じ
く
南
部
で
、
教
員

が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織
と
連
携
し
て

教
育
の
改
善
に
あ
た
っ
て
い
る
こ
と

も
紹
介
し
た
。
Ａ
Ｆ
Ｌ
・
Ｃ
Ｉ
Ｏ
ト

ラ
ム
カ
会
長
も
、
製
造
業
が
徒
弟
訓

練
制
度
に
よ
っ
て
高
賃
金
を
も
た
ら

す
成
果
を
強
調
し
、
南
部
で
の
組
織

化
の
継
続
を
宣
言
し
た
。
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デ
ト
ロ
イ
ト
市
は
、
年
間
一
億
二

〇
〇
〇
万
㌦
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
不
足
と
、
三
億
八
六
〇
〇
万
㌦

の
財
政
赤
字
を
理
由
に
、
二
〇
一
三

年
七
月
一
八
日
、
連
邦
破
産
法
第
九

条
の
適
用
を
申
請
し
た
。

　

一
九
五
〇
年
代
の
黒
人
暴
動
か
ら

続
く
慢
性
的
な
人
口
低
下
と
産
業
の

空
洞
化
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
こ

と
が
背
景
に
あ
る
が
、
ミ
シ
ガ
ン
州

政
府
が
年
額
二
億
五
〇
〇
〇
万
㌦
に

の
ぼ
る
助
成
金
を
カ
ッ
ト
し
た
こ
と

が
直
接
の
原
因
と
な
っ
た
と
す
る
指

摘
も
あ
る
。
破
産
申
請
に
続
き
、
焦

点
は
ど
う
や
っ
て
市
の
歳
入
を
増
や

す
こ
と
が
で
き
る
か
、
そ
し
て
歳
出

を
削
減
で
き
る
か
と
い
う
二
点
に
絞

ら
れ
た
が
、
ど
ち
ら
も
協
議
は
難
航

し
て
い
る
。

平
均
三
四
％
の
年
金
支
給
額

削
減
を
提
案

　

デ
ト
ロ
イ
ト
市
緊
急
財
務
管
理
者

ケ
ビ
ン
・
オ
ー
ア
氏
は
、
二
月
二
一

日
、
財
政
破
綻
に
と
も
な
う
歳
出
削

減
策
と
し
て
、
市
職
員
年
金
額
の
平

均
三
四
％
削
減
を
提
案
し
た
。

　

警
察
と
消
防
の
職
員
の
み
、
削
減

幅
を
四
％
と
圧
縮
し
、
そ
の
ほ
か
の

職
員
は
二
六
％
を
削
減
す
る
。
削
減

額
は
そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
年
金
積

立
額
が
向
こ
う
一
〇
年
間
で
八
〇
％

に
達
し
な
か
っ
た
場
合
、
イ
ン
フ
レ

調
整
額
は
支
給
さ
れ
な
い
。
必
要
な

財
源
は
、
ミ
シ
ガ
ン
州
政
府
が
年
額

三
億
五
〇
〇
〇
万
㌦
を
二
〇
年
間
以

上
に
わ
た
り
助
成
す
る
。
こ
の
助
成

金
額
は
デ
ト
ロ
イ
ト
市
美
術
館
の
存

続
に
向
け
た
資
金
と
合
算
で
年
額
四

億
六
五
〇
〇
万
㌦
に
な
る
予
定
で
あ

る
。

　

デ
ト
ロ
イ
ト
市
の
再
生
プ
ロ
グ
ラ

ム
に
よ
り
、
歳
入
増
加
が
見
込
み
通

り
と
な
れ
ば
、
現
役
職
員
の
将
来
の

年
金
支
給
額
は
削
減
額
か
ら
二
〇
％

ほ
ど
回
復
す
る
と
し
て
お
り
、
市
職

員
側
が
提
案
を
受
け
入
れ
れ
ば
、
州

知
事
は
さ
ら
に
八
億
二
〇
〇
〇
万
㌦

の
助
成
を
行
う
と
し
て
い
る
。

政
治
的
な
対
立
も
絡
み
、 

難
航
す
る
協
議

　

市
職
員
の
年
金
を
管
理
す
る
「
デ

ト
ロ
イ
ト
総
合
年
金
シ
ス
テ
ム

（D
etroit ’s G

eneral R
etirem

ent 
S

ystem

）」
は
、
オ
ー
ア
氏
の
提
案

す
る
削
減
が
不
必
要
な
も
の
で
あ
り
、

長
年
に
わ
た
り
市
の
行
政
に
貢
献
し

て
き
た
退
職
者
に
報
い
る
こ
と
が
で

き
る
は
ず
だ
と
し
て
、
提
案
を
受
け

入
れ
ず
に
協
議
を
続
け
る
意
向
を
示

し
た
。

　

ま
た
、
ミ
シ
ガ
ン
州
選
出
連
邦
下

院
議
員
（
民
主
党
）
ジ
ョ
ン
・
コ
ー

ニ
ー
氏
は
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
従
事

し
た
労
働
者
の
貢
献
に
報
い
る
も
の

で
は
な
い
」
と
し
て
提
案
に
失
望
の

意
を
表
明
し
た
。
年
金
縮
減
に
つ
い

て
の
関
係
者
と
の
調
整
と
は
別
個
に
、

連
邦
高
等
裁
判
所
で
は
破
産
処
理
に

関
す
る
審
理
が
進
ん
で
い
る
。

　

ミ
シ
ガ
ン
州
リ
ッ
ク
・
シ
ュ
ナ
イ

ダ
ー
州
知
事
は
共
和
党
で
あ
り
、
州

知
事
就
任
以
降
、
労
働
組
合
に
対
す

る
権
利
の
制
限
を
進
め
て
き
た
。
ミ

シ
ガ
ン
州
は
、
労
働
組
合
の
勢
力
が

伝
統
的
に
強
い
が
、
労
働
者
に
労
働

組
合
に
入
ら
な
い
権
利
を
認
め
る
こ

と
で
労
働
組
合
の
組
織
力
を
弱
め
る

ラ
イ
ト
・
ト
ゥ
・
ワ
ー
ク
法
を
州
法

で
成
立
さ
せ
る
こ
と
や
、
労
働
組
合

に
組
織
さ
れ
た
企
業
に
公
的
な
契
約

を
優
先
す
る
と
い
っ
た
州
法
を
変
更

す
る
と
い
っ
た
施
策
を
進
め
て
き
た
。

　

デ
ト
ロ
イ
ト
市
の
破
産
申
請
も
そ

う
し
た
流
れ
の
一
つ
に
あ
る
と
み
る

こ
と
も
で
き
る
。
破
産
処
理
以
前
か

ら
、
州
政
府
は
市
に
支
出
し
て
き
た

助
成
金
を
カ
ッ
ト
し
て
き
た
。
し
か

し
、
今
回
年
金
支
給
削
減
の
た
め
に

提
案
し
て
い
る
州
政
府
の
助
成
金
は

こ
れ
ま
で
に
支
出
し
て
き
た
年
額
を

上
回
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
な
ど
、

そ
の
合
理
性
に
不
明
瞭
な
点
も
多
い
。

州
や
市
と
い
っ
た
公
共
部
門
の
労
働

組
合
の
権
利
制
限
を
め
ぐ
る
共
和
党

と
民
主
党
の
攻
防
は
、
二
〇
一
〇
年

の
中
間
選
挙
後
の
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン

州
に
始
ま
り
、
現
在
も
続
い
て
い
る
。

【
参
考
資
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ア
メ
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退
職
年
金
削
減
を
め

ぐ
る
協
議
が
続
く
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労
働
市
場
・
職
業
研
究
所
（
Ｉ
Ａ

Ｂ
）
に
よ
る
と
、
二
〇
一
二
年
の
公

的
財
政
支
出
に
含
ま
れ
る
失
業
関
連

コ
ス
ト
は
、
全
体
で
五
三
八
億
ユ
ー

ロ
と
、
過
去
一

〇
年
間
で
実
質

上
ほ
ぼ
半
減
し

た
こ
と
が
わ

か
っ
た
。
背
景

に
は
、
二
〇
〇

〇
年
代
前
半
に

始
ま
っ
た
一
連

の
労
働
市
場
改

革
（「
ハ
ル
ツ

改
革
」）
と
そ

の
後
の
好
調
な

ド
イ
ツ
経
済
に

よ
り
、
失
業
率

が
大
き
く
低
下

し
た
こ
と
が
あ

る
と
見
ら
れ
て

い
る
。
し
か
し

他
方
で
、
低
賃

金
層
は
む
し
ろ

拡
大
し
て
お
り
、

二
〇
一
三
年
末

の
連
立
協
定
書

で
は
、
法
定
最

低
賃
金
制
度
の

導
入
（
全
国
一

律
八
・
五
ユ
ー

ロ
、
二
〇
一
五

年
一
月
一
日
運

用
開
始
）
が
明

記
さ
れ
る
こ
と

に
な
っ
た
。

失
業
コ
ス
ト
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で

ほ
ぼ
半
減
も
、
失
業
者
一
人

あ
た
り
で
は
水
準
を
維
持

　

連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
（
Ｂ

Ａ
）、
連
邦
政
府
、
年
金
金
庫
な
ど

の
公
的
機
関
が
失
業
対
策
の
た
め
に

行
っ
た
財
政
支
出
の
総
額
は
、
ハ
ル

ツ
改
革
が
実
施
さ
れ
は
じ
め
た
二
〇

〇
三
年
時
点
で
九
一
五
億
ユ
ー
ロ
に

ま
で
達
し
て
い
た
が
、
そ
の
後
一
〇

年
で
五
三
八
億
ユ
ー
ロ
（
二
〇
一
二

年
）
に
ま
で
圧
縮
さ
れ
た
。
こ
の
二

〇
一
二
年
の
失
業
関
連
コ
ス
ト
は
同

年
の
国
内
総
生
産
の
約
二
％
に
相
応

す
る
額
で
あ
り
、二
〇
〇
三
年
の
四
・

三
％
か
ら
ほ
ぼ
半
減
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。

　

他
方
、
こ
れ
を
失
業
者
一
人
あ
た

り
で
計
算
す
る
と
、
二
〇
一
二
年
は

平
均
一
万
八
六
〇
〇
ユ
ー
ロ
で
、
二

〇
〇
三
年
の
一
万
八
九
〇
〇
ユ
ー
ロ

か
ら
ほ
ぼ
変
わ
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、

失
業
者
一
人
あ
た
り
の
失
業
関
連
コ

ス
ト
を
失
業
者
カ
テ
ゴ
リ
別
で
見
る

と
、
失
業
給
付
Ⅰ
受
給
者
の
そ
れ
が

も
っ
と
も
高
く
、
年
平
均
二
万
一
八

〇
〇
ユ
ー
ロ
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
、

失
業
給
付
Ⅱ
受
給
者
の
一
万
八
六
〇

〇
ユ
ー
ロ
、
い
ず
れ
も
受
給
し
て
い

な
い
失
業
者
の
九
九
〇
〇
ユ
ー
ロ
が

続
い
た
（
い
ず
れ
も
二
〇
一
二
年
）。

失
業
コ
ス
ト
の
半
分
弱
は
僅

少
労
働
者
の
税
・
社
会
保
険

料
減
免
分

　

上
記
の
失
業
関
連
コ
ス
ト
に
含
ま

れ
る
の
は
、
各
種
失
業
給
付
に
関
連

す
る
支
出
だ
け
で
は
な
い
。
ミ
ニ
・

ジ
ョ
ブ（
月
収
四
五
〇
ユ
ー
ロ
以
下
）

や
ミ
デ
ィ
・
ジ
ョ
ブ
（
月
収
八
五
〇

ユ
ー
ロ
以
下
）
と
い
っ
た
僅
少
労
働

者
に
対
す
る
租
税
及
び
社
会
保
険
料

等
の
減
免
措
置
に
よ
り
生
じ
た
、
徴

収
分
の
欠
損
金
相
当
額
も
そ
こ
に
含

ま
れ
て
い
る
。
そ
の
額
は
二
〇
一
二

年
ベ
ー
ス
で
二
四
一
億
ユ
ー
ロ
と
、

失
業
関
連
コ
ス
ト
全
体
の
約
四
五
％

を
占
め
て
い
る
。
残
り
は
、
社
会
法

典
第
三
編
（
Ｓ
Ｇ
Ｂ
Ⅲ
）
に
基
づ
き

支
払
わ
れ
る
「
失
業
給
付
Ⅰ
」
と
呼

ば
れ
る
失
業
手
当
を
受
給
す
る
者
に

関
す
る
コ
ス
ト
（
二
〇
・
四
％
）
と
、

社
会
法
典
第
二
編
（
Ｓ
Ｇ
Ｂ
Ⅱ
）
に

基
づ
き
支
払
わ
れ
る「
失
業
給
付
Ⅱ
」

を
受
給
す
る
者
に
関
す
る
コ
ス
ト

（
三
四
・
六
％
）
で
あ
る
。

　

他
方
、
職
業
継
続
訓
練
措
置
な
ど

の
積
極
的
労
働
市
場
政
策
に
関
連
し

て
生
じ
た
コ
ス
ト
は
、
こ
の
計
算
に

含
ま
れ
て
い
な
い
。
そ
の
額
は
二
〇

一
二
年
ベ
ー
ス
で
合
計
一
三
〇
億

ユ
ー
ロ
で
あ
り
、
こ
れ
を
失
業
者
一

人
あ
た
り
で
計
算
す
る
と
四
三
四
九

ユ
ー
ロ
で
あ
っ
た
。

　

な
お
、
失
業
関
連
コ
ス
ト
を
財
政

支
出
機
関
別
に
み
る
と
、
そ
の
大
部

分
は
、
連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー

（
二
九
％
）
と
連
邦
予
算
（
二
七
％

弱
）
か
ら
拠
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ

た
。
こ
の
あ
と
に
、
年
金
金
庫
（
一

六
％
）、
市
町
村
（
一
二
％
）、
健
康

保
険
（
八
％
）、
州
（
七
％
）、
介
護

保
険
（
一
％
）
と
続
い
て
い
る
。

コ
ス
ト
圧
縮
の
背
景
に
、
労
働
市

場
改
革
と
好
調
な
ド
イ
ツ
経
済

　

公
的
財
政
支
出
に
含
ま
れ
る
失
業

関
連
コ
ス
ト
が
大
幅
に
圧
縮
し
た
の

は
、
雇
用
状
況
が
改
善
し
た
こ
と
に

よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
二
〇
〇
三

年
か
ら
二
〇
一
二
年
ま
で
一
〇
年
間

で
、
登
録
失
業
者
数
は
四
八
三
万
人

か
ら
二
九
〇
万
人
に
減
少
し
、
失
業

率
も
一
〇
・
五
％
か
ら
六
・
八
％
に

低
下
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
失
業
関
連

コ
ス
ト
が
大
幅
に
圧
縮
し
た
と
い
う

の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
雇
用
状
況
が
改
善
し

た
こ
と
の
背
景
に
は
、
二
〇
〇
二
年

に
始
ま
っ
た
ハ
ル
ツ
改
革
と
そ
の
後

の
好
調
な
ド
イ
ツ
経
済
が
あ
る
と
、

Ｉ
Ａ
Ｂ
の
労
働
市
場
研
究
員
で
あ
る

エ
ン
ツ
ォ
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
氏
ら
は
考

え
て
い
る
。
ハ
ル
ツ
改
革
に
お
い
て

は
、
職
業
紹
介
組
織
の
再
編
等
の
労

働
市
場
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
化
策
、
失

業
給
付
シ
ス
テ
ム
の
再
編
等
の
失
業

者
の
労
働
市
場
統
合
策
、
そ
し
て
派

遣
労
働
の
規
制
緩
和
等
の
雇
用
需
要

の
喚
起
策
な
ど
が
講
じ
ら
れ
た
。
ま

た
、
ド
イ
ツ
の
国
内
総
生
産
も
、
実

質
ベ
ー
ス
で
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇

〇
五
年
の
間
に
〇
・
六
％
、
二
〇
〇

六
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
の
間
に
一
・

四
％
の
プ
ラ
ス
成
長
を
そ
れ
ぞ
れ
記

録
し
て
い
る
。

失
業
率
低
下
の
一
方
で
、 

低
賃
金
層
が
拡
大

　

も
っ
と
も
、
今
後
の
展
開
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ほ
ど
の
楽
観
視
は
さ
れ

ド  
イ  

ツ

失
業
関
連
の
公
的
財
政
支
出
が
過
去
一

〇
年
で
半
減 

―
―
低
賃
金
層
の
拡
大
が
社
会
問
題
に

表  ドイツの公的財政支出における失業コストの推移
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

登録失業者数 （千人） 4,830 4,812 4,861 4,487 3,776 3,268 3,423 3,245 2,976 2,897
失業者1人あたりコスト （千ユーロ／年） 18.9 19.2 18.0 18.3 17.8 17.1 17.5 18.5 18.9 18.6
総公的財政支出額

（億ユーロ）

915 922 877 822 672 559 598 602 563 538
うち失業給付I受給者関連* 251 247 222 176 123 90 138 140 121 110
うち失業給付II受給者関連** 215 233 246 257 227 205 206 202 191 186
うち僅少向け租税減免 177 173 162 150 121 98 100 103 95 90
うち僅少向け社会保険料減免 271 269 247 238 201 165 154 157 156 151
総公的財政支出額

（％）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
うち失業給付I受給者関連* 27.5 26.8 25.3 21.4 18.2 16.2 23.0 23.2 21.6 20.4
うち失業給付II受給者関連** 23.5 25.3 28.0 31.3 33.8 36.8 34.5 33.5 33.9 34.6
うち僅少向け租税減免 19.4 18.8 18.5 18.3 18.0 17.5 16.7 17.1 16.8 16.8
うち僅少向け社会保険料減免 29.7 29.2 28.2 29.0 30.0 29.5 25.8 26.1 27.7 28.1

*	 失業給付I；健康保険、年金保険及び介護保険に関する保険料。ただし、社会法典第三編428条、125条、126条に基づく給付
受給者及び職業訓練措置参加者に関するものは除く。

**	 失業給付II；健康保険、年金保険及び介護保険に関する保険料；失業給付I受給者向け上乗せ金；社会法典第二編24条に基づ
く手当；住宅手当；暖房手当。2005年より前は、失業扶助、社会扶助及び住宅手当。ただし、社会法典第二編65条4項に基づ
く給付受給者及び職業訓練措置参加者に関するものは除く。

資料出所：IAB, IAB-Kurzbericht 2/2014, S.2.



海外労働事情

Business Labor Trend 2014.4

58

　

税
制
や
社
会
福
祉
、
雇
用
な
ど
の

さ
ま
ざ
ま
な
制
度
が
改
正
さ
れ
、
一

月
一
日
に
施
行
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、

公
的
年
金
の
保
険
料
率（
労
使
合
計
）

が
〇
・
四
〇
ポ
イ
ン
ト
引
き
上
げ
ら

れ
一
七
・
二
五
％
と
な
り
、
こ
れ
に

伴
う
使
用
者
負
担
軽
減
の
た
め
家
族

手
当
制
度
の
保
険
料
率
が
五
・
四

〇
％
か
ら
五
・
二
五
％
へ
と
引
き
下

げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
失
業
扶
助
及
び

生
活
保
護
支
給
額
が
そ
れ
ぞ
れ
一
・

三
％
増
額
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
経
済

成
長
・
競
争
力
強
化
・
雇
用
創
出
を

目
的
と
し
て
法
人
税
を
実
質
的
に
引

き
下
げ
た
こ
と
に
よ
る
財
源
不
足
を

補
う
た
め
、
消
費
税
が
一
九
・
六
％

か
ら
二
〇
・
〇
％
（
外
食
な
ど
に
か

か
る
中
間
税
率
は
、
七
・
〇
％
か
ら

一
〇
・
〇
％
）
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

家
族
手
当
保
険
料
率
の
引
き
下
げ

　

公
的
年
金
及
び
家
族
手
当
制
度
の

保
険
料
率
が
二
〇
一
四
年
一
月
一
日

に
改
定
さ
れ
た
。

　

公
的
年
金
制
度
に
は
民
間
企
業
で

働
く
雇
用
労
働
者
が
加
入
す
る
「
一

般
制
度
」
と
公
務
員
や
公
的
企
業
で

就
業
す
る
労
働
者
を
対
象
に
し
た
特

別
制
度
が
あ
る
。
公
的
年
金
の
一
般

制
度
の
保
険
料
率
が
改
定
さ
れ
、「
社

会
保
険
料
賦
課
対
象
最
高
賃
金
基
準

額
」（
１
）ま
で
の
賃
金
額
に
対
す
る

負
担
で
は
、使
用
者
分
が
八
・
四
〇
％

か
ら
八
・
四
五
％
へ
、
労
働
者
分
が

六
・
七
五
％
か
ら
六
・
八
〇
％
へ
と

引
き
上
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
賃
金
総

額
（
上
限
な
し
）
に
対
し
て
掛
か
る

保
険
料
率
で
は
、
使
用
者
分
が
一
・

六
％
か
ら
一
・
七
五
％
へ
、
労
働
者

分
が
〇
・
一
％
か
ら
〇
・
二
五
％
へ

と
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
し
た
が
っ
て
、

月
額
三
一
二
九
ユ
ー
ロ
以
下
の
賃
金

に
対
す
る
保
険
料
率
は
使
用
者
負
担

分
が
一
〇
・
〇
％
か
ら
一
〇
・
二
％

へ
、
労
働
者
負
担
分
が
六
・
八
五
％

か
ら
七
・
〇
五
％
と
引
き
上
げ
ら
れ

た（
労
使
合
計
の
保
険
料
率
は
一
六
・

八
五
％
か
ら
〇
・
四
〇
ポ
イ
ン
ト
引

き
上
げ
ら
れ
、一
七
・
二
五
％
と
な
っ

た
）
こ
と
に
な
る
。
公
的
年
金
制
度

の
保
険
料
率
引
き
上
げ
は
、
特
別
制

度
も
含
め
て
全
て
の
制
度
に
つ
い
て

同
じ
引
き
上
げ
幅
で
実
施
さ
れ
た
。

　

こ
の
公
的
年
金
の
保
険
料
率
引
き

上
げ
に
よ
っ
て
使
用
者
負
担
が
更
に

増
加
し
、
雇
用
に
影
響
す
る
こ
と
を

避
け
る
た
め
、
家
族
手
当
制
度
の
保

険
料
率
（
こ
の
家
族
手
当
制
度
に
関

し
て
は
、
使
用
者
負
担
の
み
で
、
労

働
者
負
担
の
保
険
料
は
な
い
）
が
、

一
月
一
日
に
従
来
の
五
・
四
〇
％
か

ら
五
・
二
五
％
へ
と
引
き
下
げ
ら
れ

た
。
な
お
、
家
族
手
当
制
度
の
最
大

の
財
源
は
使
用
者
の
拠
出
す
る
社
会

保
険
料
で
、
こ
ど
も
手
当
や
生
活
保

護
（
Ｒ
Ｓ
Ａ
）、
住
宅
手
当
な
ど
の

諸
手
当
の
支
給
に
使
わ
れ
て
い
る
。

失
業
扶
助
・
生
活
保
護
支
給

額
の
引
き
上
げ

　

法
定
最
低
賃
金
（
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
）
の

引
き
上
げ
に
つ
い
て
は
既
に
本
誌
二

〇
一
四
年
三
月
号
に
お
い
て
伝
え
た

と
お
り
で
あ
る
が
、
失
業
補
償
制
度

の
う
ち
連
帯
制
度（
失
業
扶
助
制
度
）

の
諸
手
当
が
一
月
一
日
に
引
き
上
げ

ら
れ
た
。
失
業
保
険
制
度
に
よ
る
失

業
手
当
の
受
給
権
を
終
了
し
た
者
な

ど
に
給
付
さ
れ
る
連
帯
特
別
給
付

（

Ａ

Ｓ

Ｓ

：A
llocation de 

solidarité spécifique

）
及
び
退
職

相
当
手
当
（
Ａ
Ｅ
Ｒ
：A

llocation 
E

quivalent R
etraite

）
の
給
付
額

が
一
・
三
％
増
額
さ
れ
た
。
こ
れ
に

よ
り
一
日
当
た
り
一
五
・
九
〇
ユ
ー

ロ
か
ら
一
六
・
一
一
ユ
ー
ロ
（
月
額

四
八
三
・
三
ユ
ー
ロ
）
と
な
る
。
な

お
、
毎
年
七
月
一
日
に
改
定
さ
れ
て

い
る
失
業
保
険
制
度
の
失
業
手
当
の

支
給
額
に
は
変
更
は
な
い
。

　

約
二
五
〇
万
世
帯
が
無
収
入
の
た

め
生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
る
。
こ

の
積
極
的
連
帯
所
得
手
当
（
Ｒ
Ｓ

Ａ

：

R
evenu de solidarité 

active

）
の
支
給
額
が
一
月
一
日
に

一
・
三
％
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
こ
れ

は
二
〇
一
四
年
の
予
想
イ
ン
フ
レ
率

に
相
当
す
る
も
の
で
、
単
身
世
帯
で

は
月
額
四
九
九
・
三
一
ユ
ー
ロ
、
二

人
世
帯
（
夫
婦
又
は
片
親
と
子
供
一

人
）
で
は
七
四
八
・
九
七
ユ
ー
ロ
と

な
っ
た
。
こ
の
引
き
上
げ
と
は
別
に
、

現
政
権
は
貧
困
対
策
と
し
て
、
昨
年

以
来
、
五
年
間
の
予
定
で
毎
年
九
月

て
い
な
い
と
い
う
の
が
実
情
で
あ
る
。

前
述
の
ヴ
ェ
ー
バ
ー
氏
ら
は
、「
失
業

率
は
二
〇
一
三
年
の
時
点
で
す
で
に

下
げ
止
ま
っ
て
お
り
、
こ
れ
以
上
の

大
き
な
低
下
は
い
ま
の
と
こ
ろ
期
待

で
き
な
い
。
も
し
雇
用
状
況
を
さ
ら

に
改
善
さ
せ
よ
う
と
す
る
の
で
あ
れ

ば
、
職
業
養
成
訓
練
を
は
じ
め
と
す

る
職
業
訓
練
シ
ス
テ
ム
を
さ
ら
に
充

実
さ
せ
、
職
業
生
活
を
営
む
者
の
継

続
的
な
技
能
修
得
を
大
き
く
サ
ポ
ー

ト
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
指
摘
し
て

い
る
。

　

さ
ら
に
、
労
働
者
の
賃
金
額
に
目

を
転
じ
る
と
、
ハ
ル
ツ
改
革
以
降
の

推
移
は
む
し
ろ
ず
っ
と
マ
イ
ナ
ス
傾

向
の
範
囲
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
そ

の
中
で
と
り
わ
け
問
題
と
な
っ
て
い

る
の
は
、
低
賃
金
層
の
拡
大
で
あ
る
。

デ
ュ
イ
ス
ブ
ル
ク
・
エ
ッ
セ
ン
大
学

付
属
労
働
・
職
業
能
力
研
究
所
（
Ｉ

Ａ
Ｑ
）
の
統
計
に
よ
れ
ば
、
中
間
賃

金
の
三
分
の
二
（
二
〇
一
一
年
：
時

給
九
・
一
四
ユ
ー
ロ
）
以
下
で
働
く

就
労
者
の
割
合
は
、
就
労
者
全
体
の

二
三
・
九
％
に
上
っ
て
お
り
、
一
九

九
五
年
か
ら
四
・
九
ポ
イ
ン
ト
（
約

二
六
〇
万
人
）
の
増
加
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
ハ
ル
ツ
改
革
に
お
い
て

規
制
が
緩
和
さ
れ
、
二
〇
〇
二
年
の

約
一
八
五
万
人
か
ら
二
〇
一
一
年
に

は
約
二
六
七
万
人
へ
と
増
加
し
た
僅

少
労
働
者
に
限
定
し
て
こ
れ
を
み
れ

ば
、僅
少
労
働
者
全
体
の
七
一
・
二
％

が
そ
の
よ
う
な
低
賃
金
で
就
労
し
て

い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
低
賃
金
層
の
拡
大
な

ど
を
背
景
に
、
二
〇
一
三
年
一
一
月

に
キ
リ
ス
ト
教
社
会
・
民
主
同
盟（
Ｃ

Ｄ
Ｕ
／
Ｃ
Ｓ
Ｕ
）と
社
会
民
主
党（
Ｓ

Ｐ
Ｄ
）
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た
連
立

協
定
書
に
は
、
そ
れ
ま
で
ド
イ
ツ
に

は
な
か
っ
た
全
国
・
全
産
業
共
通
の

法
定
最
低
賃
金
制
度
の
導
入
（
全
国

一
律
八
・
五
ユ
ー
ロ
）
が
明
記
さ
れ

る
こ
と
に
な
っ
た
。

【
参
考
資
料
】

-	
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B
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o
sten

 d
er A
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sig
k
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B
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urzbericht 

2/2014

-	
H

an
s-B

ö
ck

ler-S
tiftu

n
g

, F
ast jed

er 

V
ierte m

it N
iedriglohn, B

öcklerim
puls 

15/2013 S. 2

-	
S

tatistisches B
undesam

t, A
typische 

B
eschäftigung

-	

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
『
デ
ー
タ

ブ
ッ
ク
国
際
労
働
比
較
二
〇
一
三
』
第

一-

二
表

（
国
際
研
究
部　

榊
原
嘉
明
）

フ
ラ
ン
ス

年
金
保
険
料
率
引
き
上
げ
、
失
業
扶
助
・

生
活
保
護
支
給
額
の
増
額

―
―
各
種
制
度
の
改
正
が
一
月
か
ら
実
施
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一
日
に
二
％
の
増
額
を
予
定
し
て
い

る
。消

費
税
率
（
通
常
税
率
）
引
き

上
げ
と
軽
減
税
率
の
据
え
置
き

　

フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
付
加
価
値
税

（
Ｔ
Ｖ
Ａ
：T

axe sur la V
aleur 

A
joutée

、
以
下
、
消
費
税
）
の
税

率
に
は
、
通
常
税
率
、
中
間
税
率
、

軽
減
税
率
（
五
・
五
％
と
二
・
一
％

の
二
種
類
）
が
あ
る（
２
）。
大
部
分

の
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
販
売
に
対
し
て

通
常
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
る
。
中

間
税
率
は
、
暖
房
用
木
材
、
交
通
機

関
の
運
賃
、飲
食
店
で
の
食
事
代（
た

だ
し
、
ワ
イ
ン
な
ど
ア
ル
コ
ー
ル
飲

料
は
除
く
）、住
居
の
リ
フ
ォ
ー
ム
費
、

博
物
館
や
美
術
館
、
動
物
園
な
ど
の

文
化
施
設
の
入
場
料
な
ど
に
賦
課
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
中
間
税
率
は
、
軽

減
税
率
（
五
・
五
％
）
が
適
用
さ
れ

て
い
た
品
目
の
一
部
が
、
引
き
上
げ

ら
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
二
〇
一
二
年

の
一
月
一
日
に
新
た
に
設
定
さ
れ
た

も
の
で
あ
る
。
五
・
五
％
の
軽
減
税

率
が
課
せ
ら
れ
る
の
は
、
食
料
品

（
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
や
飴
な
ど
の
菓
子

類
、
マ
ー
ガ
リ
ン
等
植
物
性
脂
質
、

キ
ャ
ビ
ア
を
除
く
）、
水
及
び
ノ
ン

ア
ル
コ
ー
ル
飲
料
、
身
体
障
が
い
者

用
の
器
機
及
び
サ
ー
ビ
ス
、
電
気
・

ガ
ス
の
基
本
料
、
小
・
中
・
高
校
の

食
堂
、
劇
場
の
入
場
料
な
ど
で
あ
る
。

二
・
一
％
の
軽
減
税
率
が
課
さ
れ
て

い
る
の
は
、
一
部
の
医
薬
品
、
テ
レ

ビ
の
視
聴
料
な
ど
で
あ
る
。

　

一
月
一
日
、
消
費
税
の
通
常
税
率

が
従
来
の
一
九
・
六
％
か
ら
二
〇
・

〇
％
へ
、
中
間
税
率
は
七
・
〇
％
か

ら
一
〇
・
〇
％
へ
と
引
き
上
げ
ら
れ

た
。
こ
れ
は
、
経
済
成
長
・
競
争
力

強
化
・
雇
用
増
加
を
目
的
と
し
て
、

法
人
税
を
実
質
的
に
引
き
下
げ
た
こ

と
に
よ
る
財
源
不
足
を
補
う
た
め
の

措
置
で
あ
り
、
オ
ラ
ン
ド
現
政
権
が

発
足
後
の
二
〇
一
二
年
の
第
三
次
補

正
予
算
法
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
も

の
で
あ
る
。
五
・
五
％
の
軽
減
税
率

に
関
し
て
は
、
消
費
税
の
税
率
引
き

上
げ
に
対
す
る
国
民
の
批
判
を
和
ら

げ
る
た
め
に
、
二
〇
一
二
年
の
第
三

次
補
正
予
算
法
で
は
五
・
〇
％
へ
引

き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た

が
、
厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
二

〇
一
四
年
予
算
法
に
よ
っ
て
引
き
下

げ
が
見
送
ら
れ
た
。

一
部
品
目
で
の
消
費
税
率 

引
き
下
げ

　

こ
の
よ
う
に
、
一
月
一
日
に
消
費

税
の
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
が
、

一
部
の
品
目
で
は
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

た
と
え
ば
、
低
所
得
者
向
け
の
公
営

住
宅
の
建
設
費
や
改
装
費
に
掛
か
る

消
費
税
の
税
率
は
、
こ
れ
ま
で
中
間

税
率
の
七
％
が
適
用
さ
れ
て
い
た
が
、

今
回
、
一
〇
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る

の
で
は
な
く
、
逆
に
、
五
・
五
％
に

引
き
下
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
中
家
賃

住
宅（
３
）の
建
設
に
掛
か
る
消
費
税

の
税
率
も
、
そ
れ
ま
で
の
二
〇
％
か

ら
一
〇
％
へ
と
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

さ
ら
に
、
エ
コ
住
宅
・
産
業
の
推
進

の
た
め
、
住
宅
の
エ
コ
・
リ
フ
ォ
ー

ム
の
改
装
費
（
断
熱
効
果
を
高
め
る

改
装
な
ど
）に
関
し
て
も
、従
来
七
％

で
あ
り
本
来
で
あ
れ
ば
一
〇
％
に
引

き
上
げ
ら
れ
る
は
ず
だ
っ
た
が
、
一

月
一
日
か
ら
五
・
五
％
の
軽
減
税
率

が
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
映

画
館
の
入
場
料
に
掛
か
る
消
費
税
も
、

従
来
の
七
％
か
ら
五
・
五
％
へ
と
引

き
下
げ
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
は
与
党
議

員
や
財
界
か
ら
の
圧
力
が
あ
っ
た
た

め
で
あ
る
。
歳
入
減
を
最
小
限
に
と

ど
め
た
い
大
蔵
省
は
抵
抗
し
た
が
、

結
果
的
に
は
消
費
税
の
税
率
引
き
上

げ
に
よ
る
増
収
額
が
、
当
初
の
予
定

よ
り
減
少
す
る
見
込
み
と
な
っ
た
。

今
回
の
消
費
税
の
税
率
改
定
に
よ
っ

て
、
消
費
税
の
税
収
が
年
間
五
六
億

ユ
ー
ロ
増
加
す
る
と
推
計
さ
れ
て
い

る
。パ

ー
ト
タ
イ
ム
、
二
四
時
間

以
上
の
原
則

　

フ
ル
タ
イ
ム
で
の
就
労
を
望
ん
で

い
る
も
の
の
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
の

就
労
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
者
の

就
業
時
間
は
、
自
ら
の
意
思
で
パ
ー

ト
タ
イ
ム
就
労
し
て
い
る
者
と
比
べ

て
短
い
上
に
賃
金
も
低
い
と
さ
れ
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
短
時
間
労
働
が

原
因
で
低
所
得
を
強
い
ら
れ
て
い
る

労
働
者
を
減
少
さ
せ
る
た
め
に
、
一

月
一
日
以
降
に
締
結
さ
れ
る
パ
ー
ト

タ
イ
ム
の
雇
用
契
約
で
は
、
就
業
時

間
を
原
則
と
し
て
週
二
四
時
間
以
上

と
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
。
こ
れ

は
二
〇
一
三
年
六
月
に
成
立
し
た
雇

用
安
定
化
法
に
基
づ
く
措
置
で
あ
る
。

　

既
存
の
週
二
四
時
間
未
満
の
パ
ー

ト
タ
イ
ム
の
雇
用
契
約
は
、
従
業
員

の
求
め
が
あ
れ
ば
二
〇
一
六
年
一
月

一
日
ま
で
に
週
二
四
時
間
以
上
に
変

更
す
る
こ
と
も
義
務
づ
け
ら
れ
た
。

雇
用
主
は
こ
の
措
置
を
原
則
と
し
て

受
け
入
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
が
、

経
営
状
態
が
厳
し
い
こ
と
を
証
明
で

き
る
場
合
に
は
拒
否
で
き
る
。
ま
た
、

家
事
使
用
人
な
ど
個
人
の
雇
用
主
の

下
で
就
業
し
て
い
る
雇
用
労
働
者
や
、

二
六
歳
未
満
の
学
生
、
職
業
定
着
訓

練
期
間
中
と
見
な
さ
れ
る
者
は
対
象

外
と
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
本
人

の
都
合
で
週
二
四
時
間
未
満
の
就
労

を
望
む
者
（
家
庭
の
事
情
で
週
二
四

時
間
以
上
就
業
で
き
な
い
者
や
兼
職

し
て
い
る
者
な
ど
）
は
、
自
ら
の
申

し
出
に
よ
り
週
二
四
時
間
未
満
の

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
に
従
事
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
そ
の
場
合
、
書
面
で

そ
の
意
思
を
表
明
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

パ
ー
ト
の
超
過
勤
務
割
増
賃
金

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
超
過
勤
務
に
対

し
て
は
、
原
則
と
し
て
契
約
時
間
の

一
〇
％
を
超
え
る
場
合 

（
例
え
ば
、

雇
用
契
約
上
の
労
働
時
間
が
三
〇
時

間
の
場
合
、
三
四
時
間
目
以
降
）
に

の
み
、
二
五
％
以
上
の
割
増
賃
金
が

支
払
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。

つ
ま
り
三
一
時
間
目
か
ら
三
三
時
間

目
の
就
労
に
は
、
割
増
賃
金
の
支
払

義
務
は
な
か
っ
た
。
一
月
一
日
以
降

は
、
契
約
時
間
を
超
え
る
場
合
に
は
、

割
増
手
当
が
支
給
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
。
割
増
率
（
原
則
）
は
、
契

約
時
間
の
一
〇
％
ま
で
（
雇
用
契
約

上
の
就
業
時
間
が
三
〇
時
間
の
場
合
、

三
一
時
間
目
か
ら
三
三
時
間
目
）
の

就
労
に
対
し
て
一
〇
％
、
そ
れ
以
上

の
就
労
に
対
し
て
は
、
二
五
％
と

な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
労
使
協
約

に
よ
り
二
五
％
未
満
に
設
定
す
る
こ

と
も
可
能
で
あ
る
が
、
こ
の
場
合
で

も
一
〇
％
以
上
で
な
く
て
は
な
ら
な

い
。 労

使
合
意
の
遅
れ
に
よ
る 

施
行
延
期

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が
多
い

（
三
分
の
一
以
上
が
パ
ー
ト
タ
イ
ム

の
）
産
業
で
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
就

労
に
関
す
る
労
使
交
渉
が
義
務
づ
け

ら
れ
、
最
低
労
働
時
間
や
超
過
勤
務

に
対
す
る
割
増
賃
金
率
を
設
定
す
る

こ
と
が
可
能
で
あ
る
（
す
な
わ
ち
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
最
低
労
働
時
間
を

週
二
四
時
間
未
満
に
設
定
す
る
こ
と

も
可
能
）。
交
渉
が
合
意
に
至
ら
な

か
っ
た
場
合
に
、
週
二
四
時
間
の
最

低
労
働
時
間
な
ど
が
一
月
一
日
か
ら

適
用
さ
れ
る
は
ず
で
あ
っ
た
。
し
か

し
な
が
ら
、
労
働
省
の
発
表
に
よ
る

と
一
月
に
入
っ
て
も
交
渉
が
義
務
づ

け
ら
れ
た
産
業
の
半
分
近
く
が
合
意

に
至
っ
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
交

渉
を
継
続
す
る
た
め
週
二
四
時
間
の

最
低
労
働
時
間
な
ど
の
適
用
を
、
二

〇
一
四
年
六
月
三
〇
日
ま
で
引
き
延

ば
す
こ
と
を
決
定
し
た（
４
）。
し
た

が
っ
て
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
最
低
就

業
時
間
に
関
す
る
改
正
は
、
事
実
上

延
期
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。

ブ
ル
ガ
リ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア

か
ら
の
移
動
自
由

　

こ
の
よ
う
に
、
一
月
一
日
に
は
、
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雇
用
労
働
部
は
一
月
二
三
日
、
時

間
外
労
働
手
当
や
退
職
金
の
算
定
基

礎
と
な
る
「
通
常
賃
金
」
の
範
囲
に

関
す
る「
労
使
交
渉
の
た
め
の
指
針
」

を
公
表
し
た
。
大
法
院
（
最
高
裁
）

が
判
例
の
整
理
を
経
て
昨
年
末
に
示

し
た
判
断
基
準
を
踏
ま
え
た
も
の
で
、

当
面
、
今
春
の
賃
金
交
渉
で
の
労
使

間
の
摩
擦
を
防
ぐ
た
め
に
ま
と
め
ら

れ
た
。
し
か
し
、
そ
の
内
容
に
労
働

組
合
は
猛
反
発
し
て
お
り
、
逆
に
労

使
対
立
の
火
種
と
な
る
恐
れ
も
あ
る
。

労
使
政
の
議
論
を
経
た
う
え
、
政
府

は
関
連
法
規
を
今
年
上
半
期
の
う
ち

に
本
格
的
に
整
備
す
る
意
向
で
あ
る
。

大
法
院
判
決
と
雇
用
労
働
部

例
規
の
齟
齬

　

通
常
賃
金
は
、
労
働
者
に
一
般
的

に
支
給
さ
れ
る
賃
金
と
し
て
、
時
間

外
・
休
日
・
深
夜
労
働
に
対
す
る
加

算
賃
金
や
退
職
金
な
ど
の
算
定
基
準

と
な
る
。
韓
国
で
は
、
経
済
成
長
過

程
で
長
時
間
労
働
慣
行
が
持
続
す
る

中
、
賃
金
上
昇
を
抑
え
る
目
的
で

様
々
な
手
当
を
増
や
し
た
結
果
、
賃

金
構
成
が
複
雑
と
な
っ
て
い
る
。
通

常
賃
金
の
具
体
的
な
範
囲
は
、
一
九

八
八
年
に
制
定
さ
れ
た
雇
用
労
働
部

例
規
の
「
通
常
賃
金
算
定
指
針
」
で

定
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の

後
、
通
常
賃
金
の
範
囲
を
め
ぐ
る
裁

判
所
の
判
断
と
例
規
の
間
に
齟
齬
が

生
じ
、
そ
の
解
釈
を
め
ぐ
っ
て
論
争

が
提
起
さ
れ
て
き
た
。

　

大
法
院
の
全
員
合
議
体
は
昨
年
一

二
月
一
八
日
、
こ
れ
ま
で
の
通
常
賃

金
に
関
す
る
裁
判
所
の
解
釈
を
総
合

的
に
ま
と
め
て
法
理
を
整
理
し
、
そ

の
適
用
範
囲
に
関
す
る
判
断
基
準
を

示
し
た
。
そ
れ
に
伴
い
、
労
使
が
通

常
賃
金
の
法
理
と
基
準
を
正
確
に
理

解
し
、
複
雑
な
賃
金
構
造
を
整
備
・

改
編
し
て
い
く
こ
と
が
課
題
と
な
っ

て
い
る
。
政
府
は
今
年
上
半
期
に
、

労
使
政
の
議
論
な
ど
を
通
じ
て
、
通

常
賃
金
制
度
に
か
か
わ
る
勤
労
基
準

法
の
改
正
と
関
連
例
規
の
整
備
を
推

進
す
る
計
画
で
あ
る
。今
回
は
、春
の

本
格
的
な
賃
金
・
団
体
協
約
交
渉
の

開
始
に
備
え
、
通
常
賃
金
の
算
定
に

関
す
る
労
使
間
の
不
必
要
な
混
乱
と

対
立
を
回
避
す
る
た
め
、
大
法
院
判

決
を
基
礎
と
し
た
「
労
使
交
渉
の
た

め
の
指
針
」
を
提
示
し
た
も
の
で
あ

る
。
雇
用
労
働
部
は
こ
の
指
針
を
地

方
官
署
に
公
布
し
た
。
労
使
が
複
雑

な
賃
金
構
成
を
簡
素
化
し
て
職
務
・

成
果
中
心
の
賃
金
体
系
に
再
編
成
す

る
よ
う
、
労
使
協
議
を
積
極
的
に
指

導
・
支
援
し
て
い
く
方
針
で
あ
る
。

通
常
賃
金
基
準
は
所
定
労
働
の
対

価
お
よ
び
定
期
・
一
律
・
固
定
性 

　

指
針
は
大
法
院
が
示
し
た
通
常
賃

金
の
概
念
と
特
長
を
整
理
し
て
い
る
。

大
法
院
は
、
通
常
賃
金
を
「
労
働
契

約
で
定
め
ら
れ
た
労
働
の
提
供
に
対

し
確
定
的
に
支
給
さ
れ
る
賃
金
」
で

あ
る
と
し
、
賃
金
の
名
称
や
支
給
期

間
の
長
短
な
ど
の
形
式
的
な
基
準
で

は
な
く
、
賃
金
の
客
観
的
な
性
質
が

通
常
賃
金
の
法
的
要
件
を
満
た
し
て

い
る
か
ど
う
か
に
基
づ
い
て
判
断
す

る
と
し
て
い
る
。
通
常
賃
金
は
、
労

働
契
約
で
定
め
ら
れ
た
労
働
の
対
価

と
し
て
支
給
さ
れ
る
い
く
つ
か
の
項

目
の
賃
金
が
、
一
定
期
間
に
応
じ
て

定
期
的
に
支
給
さ
れ（
定
期
性
）、「
す

べ
て
の
労
働
者
」
や
「
労
働
に
関
連

す
る
一
定
の
条
件
お
よ
び
基
準
に
該

当
す
る
す
べ
て
の
労
働
者
」
に
一
律

に
支
給
さ
れ
（
一
律
性
）、
そ
の
支

給
の
可
否
が
業
績
や
成
果
、
そ
の
他

の
追
加
的
な
条
件
と
は
関
係
な
く
、

「
既
に
確
定
し
て
い
る
」（
固
定
性
）

必
要
が
あ
る
。

重
大
な
経
営
上
の
困
難
の
場
合

は
遡
及
賃
金
請
求
を
認
め
ず

　

労
使
が
「
勤
労
基
準
法
」
が
定
め

た
基
準
よ
り
も
低
い
賃
金
な
ど
の
不

利
な
労
働
条
件
で
締
結
し
た
契
約
は

無
効
で
あ
る
（
勤
労
基
準
法
第
一
五

条
）。
大
法
院
は
、
通
常
賃
金
に
相

当
す
る
定
期
賞
与
な
ど
の
賃
金
を
通

常
賃
金
か
ら
除
外
す
る
こ
と
に
労
使

が
合
意
し
た
場
合
で
も
、
そ
の
合
意

は
「
勤
労
基
準
法
」
に
違
反
し
て
い

る
た
め
無
効
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し

た
。
従
っ
て
、
通
常
賃
金
に
相
当
す

る
賃
金
を
算
定
に
含
め
て
時
間
外
労

働
手
当
を
遡
及
計
算
し
、
す
で
に
支

給
さ
れ
た
賃
金
と
の
差
額
を
追
加
賃

金
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
賃
金

債
権
の
消
滅
期
限
は
三
年
）。

　

た
だ
し
、
大
法
院
は
、
通
常
賃
金

に
属
す
る
賃
金
を
通
常
賃
金
か
ら
除

外
す
る
こ
と
に
し
た
労
使
合
意
が

「
勤
労
基
準
法
」
に
違
反
し
無
効
で

あ
っ
た
と
し
て
も
、
信
義
誠
実
の
原

則
（
信
義
則
）
の
要
件
を
備
え
て
い

る
場
合
は
、
追
加
賃
金
請
求
が
認
め

ら
れ
な
い
と
判
断
し
た
。
信
義
則
と

は
、
法
律
関
係
の
当
事
者
が
相
手
の

利
益
に
配
慮
し
、
衡
平
に
反
し
た
り
、

信
頼
を
裏
切
る
内
容
や
方
法
で
権
利

行
使
を
し
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
近

代
司
法
の
大
原
則
で
あ
る
。
信
義
則

の
適
用
に
関
す
る
法
理
は
、
今
後
、

個
別
事
件
の
判
例
を
通
じ
て
具
体
的

に
整
理
さ
れ
て
い
く
。

〈
信
義
則
の
適
用
要
件
〉

①
通
常
賃
金
に
含
め
ず
に
算
定
し
た

項
目
が
、
一
定
の
対
象
期
間
に
提

供
さ
れ
る
労
働
に
対
応
し
て
一
カ

月
を
超
え
る
一
定
の
期
間
ご
と
に

支
給
さ
れ
る
「
定
期
賞
与
」
で
あ

る
こ
と
。

②
労
使
が
信
頼
し
て
、
定
期
賞
与
を

通
常
賃
金
か
ら
除
外
す
る
こ
と
に

合
意
し
、
そ
れ
を
も
と
に
賃
金
引

上
率
や
そ
の
他
の
賃
金
条
件
を
決

定
し
た
こ
と
。
労
使
合
意
に
は
、

団
体
協
約
な
ど
の
明
示
的
な
合
意

以
外
に
黙
示
的
な
合
意
や
労
働
慣

行
が
含
ま
れ
る
。
就
業
規
則
の
制

定
・
変
更
時
に
勤
労
基
準
法
で
定

め
ら
れ
た
意
見
聴
取
ま
た
は
同
意

過
程
で
定
期
賞
与
金
を
通
常
賃
金

か
ら
除
く
こ
と
に
つ
い
て
、
労
働

者
が
何
ら
異
議
申
し
立
て
を
し
な

か
っ
た
場
合
、
就
業
規
則
も
信
義

さ
ま
ざ
ま
な
制
度
の
改
正
・
改
定
が

実
施
さ
れ
た
が
、
そ
の
他
に
ブ
ル
ガ

リ
ア
国
籍
と
ル
ー
マ
ニ
ア
国
籍
の
者

の
就
業
目
的
で
の
入
国
が
自
由
化
さ

れ
た（
５
）。
両
国
は
二
〇
〇
七
年
に

Ｅ
Ｕ
に
加
盟
し
た
が
、
両
国
出
身
労

働
者
が
急
増
す
る
こ
と
を
回
避
す
る

た
め
の
激
変
緩
和
措
置
と
し
て
「
人

の
移
動
の
自
由
」
が
制
限
さ
れ
て
い

た
。
な
お
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
う
ち
ク

ロ
ア
チ
ア
に
つ
い
て
は
、
移
動
の
自

由
ま
で
の
移
行
期
間
と
し
て
二
〇
一

五
年
六
月
三
〇
日
ま
で
制
限
さ
れ
る
。

［
注
］

１　

Plafond de la Sécurité Sociale

。

二

〇
一
四
年
一
月
一
日
以
降
、
月
額
三
一

二
九
ユ
ー
ロ
。
毎
年
、
賃
金
上
昇
率
な

ど
を
参
考
に
改
定
。

２　

コ
ル
シ
カ
島
や
海
外
県
で
は
、
税
率

等
が
一
部
異
な
る
。

３　

所
有
者
に
対
し
て
、
税
控
除
や
助
成

金
受
給
な
ど
の
特
典
を
与
え
る
の
と
引

き
換
え
に
、相
場
よ
り
安
い
家
賃
で
、中
・

低
所
得
者
に
貸
す
こ
と
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
る
賃
貸
住
宅
。

４　

労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照

	

《Tem
ps partiel : extension du delai de 

negociation pour les branches

》

	

（http://travail-em
ploi.gouv.fr/actualite-

presse,42/com
m

uniques,2138/tem
ps-

partiel-extension-du-delai,17372.htm
l

）

５　

移
民
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照

	

（http://w
w

w
.im

m
igration.interieur.

g
o

u
v.fr/Im

m
ig

ratio
n

/L
e-d

ro
it-au

-

sejour-des-ressortissants-europeens/

F
in-des-m

esures-transitoires-pour-les-

ressortissants-roum
ains-et-bulgares

）

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
最
終
閲
覧
：
二
〇

一
四
年
二
月
二
七
日
）

（
国
際
研
究
部
）

韓　

国

雇
用
労
働
部
が
「
通
常
賃
金
」
の
指
針

―
―
労
使
対
立
の
火
種
の
恐
れ
も
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中　

国

派
遣
労
働
者
の
比
率
を
全
従
業
員
の
一
〇
％

以
内
に
―
―
三
月
施
行
の
「
規
定
」
を
発
表

　
「
労
働
者
派
遣
暫
定
規
定
」（
以
下

「
規
定
」）
が
人
的
資
源
社
会
保
障

部
か
ら
発
表
さ
れ
た
。
こ
の
中
で
、

各
企
業
の
派
遣
労
働
者
を
受
け
入
れ

る
こ
と
が
で
き
る
数
を
全
従
業
員

（
直
接
雇
用
労
働
者
プ
ラ
ス
派
遣
労

働
者
）
の
一
〇
％
以
内
に
抑
え
る
と

い
う
比
率
が
定
め
ら
れ
た
。
現
状
で

は
、
と
く
に
国
有
企
業
で
こ
の
比
率

を
大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
実
現
可

能
性
を
危
ぶ
む
声
が
早
く
も
出
て
い

る
。「
規
定
」
は
、
ほ
か
に
派
遣
労

働
の
範
囲
、
直
接
労
働
者
と
の
同
一

労
働
同
一
賃
金
な
ど
を
盛
り
込
ん
で

お
り
、
三
月
一
日
に
施
行
さ
れ
る
。

比
率
規
制
、
二
年
間
を 

移
行
期
間
に

　

派
遣
労
働
者
を
多
く
使
用
す
る
の

は
国
有
企
業
や
外
資
企
業
と
さ
れ
る
。

全
国
総
工
会
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
国

有
企
業
に
お
け
る
派
遣
労
働
者
は
全

従
業
員
の
一
六
・
二
％
（
二
〇
一
一

年
）を
占
め
て
い
て
、各
企
業
形
態
の

中
で
も
っ
と
も
高
い
値
で
あ
る
。
外

資
系
企
業
が
一
四
％
で
続
い
て
い
る
。

　

今
回
の
「
規
定
」
の
最
大
の
ポ
イ

ン
ト
は
、
派
遣
労
働
者
数
の
比
率
を

明
確
に
し
た
こ
と
で
あ
る
。「
派
遣

先
は
派
遣
労
働
者
の
使
用
に
お
い
て

全
従
業
員
数
の
一
〇
％
を
超
え
て
は

な
ら
な
い
（
第
四
条
）」
と
定
め
た
。

則
が
適
用
さ
れ
る
労
働
慣
行
の
一

類
型
と
解
釈
さ
れ
る
。

③
労
働
者
が
追
加
賃
金
を
請
求
す
る

場
合
、
予
測
で
き
な
い
経
済
的
な

負
担
に
よ
り
、
企
業
に
「
重
大
な

経
営
上
の
困
難
」
を
引
き
起
こ
し

た
り
、
そ
の
存
立
が
危
ぶ
ま
れ
る

事
情
が
あ
る
場
合
。

〈
信
義
則
の
適
用
期
限
〉

　

大
法
院
の
全
員
合
議
体
判
決
は
、

信
義
則
が「
こ
の
判
決
以
後
の
合
意
」

に
は
適
用
さ
れ
な
い
と
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
全
員
合
議
体
判
決
（
二

〇
一
三
年
一
二
月
一
八
日
）
以
降
に

労
使
が
新
た
な
賃
金
条
件
に
合
意
し

た
時
点
（
判
決
日
以
前
に
合
意
し
、

そ
の
有
効
期
限
が
判
決
日
以
降
で
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
時
点
）
か
ら
信

義
則
が
適
用
さ
れ
な
い
。
賃
金
・
団

体
協
約
の
場
合
は
、
そ
の
名
称
に
関

係
な
く
賃
金
引
上
率
な
ど
の
賃
金
条

件
に
関
す
る
事
項
が
含
ま
れ
た
協
約

の
有
効
期
間
が
適
用
期
限
と
な
る
。

暗
黙
的
な
合
意
ま
た
は
労
働
慣
行
の

場
合
に
は
、
全
員
合
議
体
判
決
日
以

降
を
目
安
と
し
て
事
業
所
ご
と
に
実

施
す
る
定
期
的
な
賃
金
調
整
な
ど
賃

金
条
件
を
変
更
す
る
時
期
と
し
て
判

断
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
労
使
一
方
の

交
渉
要
求
や
一
部
労
働
者
が
書
面
な

ど
で
異
議
申
し
立
て
を
し
た
場
合
、

既
存
合
意
へ
の
信
義
則
適
用
が
直
ち

に
否
定
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
。

特
定
時
点
在
職
要
件
追
加
は
就

業
規
則
の
不
利
益
変
更
に
該
当

　

特
定
賃
金
項
目
の
支
払
い
要
件
に
、

支
給
日
そ
の
他
特
定
の
時
点
で
在
職

中
で
あ
る
こ
と
を
追
加
す
る
よ
う
就

業
規
則
を
変
更
す
る
場
合
、
通
常
賃

金
に
該
当
し
て
い
た
金
品
が
こ
れ
に

該
当
し
な
く
な
る
こ
と
か
ら
不
利
益

変
更
に
該
当
し
、
勤
労
基
準
法
に
基

づ
く
過
半
数
労
働
組
合
ま
た
は
労
働

者
の
過
半
数
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
他
方
、
既
存
の
就
業
規

則
に
お
い
て「
通
常
賃
金
算
定
指
針
」

に
基
づ
き
通
常
賃
金
を
定
め
る
よ
う

規
定
し
て
い
る
場
合
、
特
定
賃
金
項

目
の
支
払
い
条
件
に
変
更
が
な
い
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
大
法
院
判
決
に

よ
っ
て
通
常
賃
金
の
適
用
範
囲
が
変

更
さ
れ
る
た
め
、
就
業
規
則
の
不
利

益
変
更
に
は
該
当
し
な
い
。

　

通
常
賃
金
の
適
用
範
囲
拡
大
を
回

避
す
る
方
法
と
し
て
、
包
括
賃
金
制

を
採
用
す
る
企
業
が
増
え
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。
そ
の
場
合
も
、
包
括

賃
金
の
合
計
額
に
含
ま
れ
る
法
定
手

当
の
金
額
が
勤
労
基
準
法
に
よ
る
通

常
賃
金
お
よ
び
実
労
働
時
間
を
基
準

に
算
定
し
た
法
定
手
当
の
金
額
に
達

し
て
い
な
い
場
合
、
当
該
包
括
賃
金

契
約
は
無
効
と
な
る
。
政
府
は
、
包

括
賃
金
制
度
を
通
常
賃
金
の
責
任
を

回
避
す
る
手
段
と
し
て
利
用
す
る
企

業
を
、
厳
格
に
指
導
・
監
督
し
て
い

く
方
針
で
あ
る
。

労
働
組
合
は
「
労
使
交
渉
の
た

め
の
指
針
」
に
激
し
く
反
発

　

雇
用
労
働
部
の
新
た
な
指
針
に
対

し
、
労
働
組
合
は
主
に
二
つ
の
点
で

強
く
批
判
し
て
お
り
、
今
後
も
通
常

賃
金
を
め
ぐ
る
労
使
紛
争
が
継
続
し

て
い
く
も
の
と
予
想
さ
れ
る
。
第
一

は
、
多
く
の
企
業
で
は
、
特
定
の
時

点
で
働
い
て
い
る
労
働
者
に
の
み
定

期
賞
与
を
支
給
し
て
い
る
点
で
あ
る
。

指
針
に
よ
る
と
、
在
職
労
働
者
に
の

み
支
払
わ
れ
る
定
期
賞
与
は
、
通
常

賃
金
と
は
み
な
さ
れ
な
い
こ
と
に
な

る
。
第
二
は
、
大
法
院
の
全
員
合
議

体
判
決
以
前
に
締
結
さ
れ
た
労
働
協

約
の
有
効
期
間
中
は
、
通
常
賃
金
の

遡
及
計
算
に
よ
る
未
払
い
賃
金
の
追

加
請
求
が
認
め
ら
れ
な
い
と
し
て
い

る
点
で
あ
る
。

　

韓
国
労
働
組
合
総
連
盟
（
韓
国
労

総
）
は
、「
政
府
は
、
大
法
院
の
判
決

を
使
用
者
寄
り
に
解
釈
し
、
通
常
賃

金
の
範
囲
に
関
す
る
現
行
規
則
を
改

正
す
る
責
任
を
逃
れ
よ
う
と
し
て
い

る
。
現
行
賃
金
協
約
の
有
効
期
限
満

了
ま
で
労
働
者
の
追
加
賃
金
請
求
を

制
限
す
る
こ
と
は
、
大
法
院
判
決
の

趣
旨
に
反
す
る
」
と
批
判
し
た
。
全

国
民
主
労
働
組
合
総
連
盟
（
民
主
労

総
）は
「
指
針
は
、よ
り
多
く
の
企
業

が
す
べ
て
の
定
期
賞
与
を
在
職
労
働

者
に
の
み
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、
財

政
負
担
の
拡
大
を
回
避
す
る
よ
う
奨

励
す
る
恐
れ
が
あ
る
」
と
主
張
し
た
。

【
資
料
出
所
】

雇
用
労
働
部
「
通
常
賃
金
に
関
す
る
労
使

交
渉
の
た
め
の
指
針
」（
二
〇
一
四
年
一

月
二
三
日
）

（
国
際
研
究
部
）

現
在
、
国
有
企
業
を
は
じ
め
各
企
業

の
派
遣
労
働
者
の
比
率
は
一
〇
％
を

は
る
か
に
上
回
っ
て
い
る
。
短
期
間

で
の
派
遣
労
働
者
比
率
の
調
整
は
困

難
で
あ
る
た
め
、「「
規
定
」
実
施
日

よ
り
二
年
以
内
に
比
率
を
調
整
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
調
整
期
間
中
で

一
〇
％
未
満
に
達
し
て
い
な
い
場
合

は
、
派
遣
先
は
新
た
に
派
遣
労
働
者

を
雇
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
第

二
八
条
）」
と
定
め
た
。

「
補
助
的
業
務
」
は 

労
組
な
ど
と
協
議

　

労
働
契
約
法
は
派
遣
労
働
が
可
能

な
業
務
に
つ
い
て
の
「
三
性
」
を
定

め
て
い
る
。「
規
定
」は
こ
の「
三
性
」

に
関
し
改
め
て
定
義
し
て
い
る
。
三

性
は
そ
れ
ぞ
れ
「
臨
時
的
業
務
」
が

「
存
続
期
間
が
六
か
月
を
超
え
な
い

業
務
」、「
補
助
的
業
務
」
が
「
主
要

な
業
務
の
た
め
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
、
主
要
で
な
い
業
務
」、「
代
替

的
業
務
」
が
「
労
働
者
が
学
習
・
休

暇
等
の
た
め
就
労
不
可
能
な
期
間
に
、

そ
れ
を
代
替
す
る
業
務
」
で
あ
る
。

こ
の
う
ち
「
補
助
的
業
務
」
に
つ
い

て
は
、
従
業
員
代
表
大
会
あ
る
い
は

全
従
業
員
の
討
論
に
よ
っ
て
「
ど
の

よ
う
な
職
務
が
補
助
的
業
務
に
該
当

す
る
の
か
」
の
案
を
提
出
し
、
そ
れ

に
つ
い
て
労
働
組
合
ま
た
は
従
業
員

代
表
と
協
議
し
た
上
で
、
派
遣
先
は

企
業
内
に
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
、
と
し
た
。

派
遣
元
の
雇
用
責
任
な
ど
明
確
化

　

派
遣
元
の
乱
立
と
不
正
を
抑
え
る
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た
め
昨
年
七
月
に
改
正
さ
れ
た
「
労

働
契
約
法
」
で
は
、
派
遣
事
業
を
行

う
た
め
の
最
低
登
録
資
本
金
の
五
〇

万
元
か
ら
二
〇
〇
万
元
へ
の
引
き
上

げ
、
お
よ
び
罰
則
・
罰
金
が
規
定
さ

れ
て
い
る
。そ
れ
以
外
に
今
回
の「
規

定
」
で
は
派
遣
元
の
責
任
と
義
務
も

明
確
に
強
化
さ
れ
た
。「
派
遣
元
は

派
遣
労
働
者
と
二
年
以
上
の
有
期
雇

用
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
（
第
五
条
）」。「
派
遣
元
は
派
遣

労
働
者
に
対
し
て
一
回
に
限
り
試
用

期
間
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
（
第

六
条
）」。ま
た
第
七
条
で
は
派
遣
先
・

派
遣
元
双
方
が
協
議
し
て
明
確
に
す

べ
き
雇
用
契
約
の
内
容
を
詳
細
に
規

定
し
て
い
る
。
第
八
条
は
派
遣
元
が

派
遣
労
働
者
に
対
し
て
履
行
す
べ
き

義
務
を
明
確
に
し
て
い
る
。

派
遣
労
働
者
へ
の
平
等
権
益
保
障 

同
一
労
働
同
一
待
遇　

　

正
社
員
と
派
遣
労
働
者
の
間
で
は
、

同
じ
業
務
で
あ
っ
て
も
賃
金
に
か
な

り
の
格
差
が
存
在
し
て
い
る
。
そ
し

て
待
遇
差
別
は
賃
金
だ
け
で
は
な
く
、

福
利
厚
生
で
も
存
在
し
て
い
る
。

　

労
働
契
約
法
で
は
、「
派
遣
労
働
者

は
派
遣
先
の
労
働
者
と
同
一
の
労
働

に
対
し
て
同
一
の
賃
金
の
権
利
を
有

す
る
」
と
し
て
同
一
労
働
同
一
賃
金

の
強
化
に
言
及
し
て
い
る
。「
規
定
」

の
第
九
条
は
「
派
遣
先
は
「
労
働
契

約
法
」
第
六
二
条
の
規
定
に
基
づ
い

て
、
派
遣
労
働
者
に
業
務
に
相
応
し

い
福
利
厚
生
を
提
供
し
、
差
別
的
な

待
遇
に
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
し
て

い
る
。

　

つ
ま
り
、
派
遣
労
働
者
は
直
接
雇

用
者
と
同
一
業
務
に
対
す
る
賃
金
の

同
一
性
だ
け
で
は
な
く
、
福
利
厚
生

に
お
い
て
同
一
と
な
る
こ
と
が
で
き

る
。地

域
を
跨
ぐ
労
働
者
派
遣 

で
の
社
会
保
険

　
「
規
定
」
は
地
域
を
跨
ぐ
労
働
者

派
遣
の
社
会
保
険
に
つ
い
て
も
規
定

し
た
。「
派
遣
先
は
地
域
を
跨
ぐ
派

遣
労
働
者
に
対
し
て
は
、
派
遣
先
の

所
在
地
で
社
会
保
険
に
加
入
さ
せ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
社
会
保
険
料
は

派
遣
先
の
所
在
地
の
基
準
に
基
づ
き

納
付
し
、
派
遣
労
働
者
は
派
遣
先
の

所
在
地
の
基
準
に
基
づ
き
社
会
保
険

を
受
給
す
る
。
派
遣
元
が
派
遣
先
の

所
在
地
に
事
業
所
を
有
す
る
場
合
は
、

そ
の
事
業
所
に
お
い
て
社
会
保
険
の

手
続
き
を
行
う
（
第
一
八
条
、
第
一

九
条
）」。

派
遣
労
働
者
の
派
遣
元
へ
の

送
り
返
し
に
つ
い
て

　

第
一
二
条
は
派
遣
元
が
派
遣
労
働

者
を
派
遣
先
に
戻
す
こ
と
が
で
き
る

状
況
を
規
定
し
た
。

（
１
）　

派
遣
先
が
「
労
働
契
約
法
」

第
四
〇
条（
１
）第
三
項
ま
た
は
第

四
一
条（
２
）所
定
の
事
由
に
よ
り
、

派
遣
労
働
者
を
派
遣
元
に
戻
す
場

合
。

（
２
）　

派
遣
先
が
法
律
に
基
づ
い
て

破
産
を
宣
告
さ
れ
る
、
営
業
許
可

証
を
取
り
消
さ
れ
る
、
閉
鎖
を
命

じ
ら
れ
る
、
廃
止
さ
れ
る
、
解
散

す
る
、
ま
た
は
経
営
期
限
が
満
了

し
事
業
を
継
続
し
な
い
場
合
。

（
３
）　

派
遣
労
働
者
受
入
の
契
約
が

満
了
し
た
場
合
。

　

派
遣
労
働
者
が
派
遣
元
に
戻
っ
た

後
、
派
遣
元
は
派
遣
労
働
者
に
対
し

て
業
務
の
な
い
期
間
、
登
録
所
在
地

の
地
方
政
府
が
定
め
る
最
低
賃
金
基

準
を
下
回
ら
な
い
金
額
を
当
該
の
派

遣
労
働
者
に
対
し
て
月
ご
と
に
支
払

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

労
災
認
定
の
責
任
・
義
務
を
規
定

　
「
労
働
契
約
法
」
で
は
触
れ
ら
れ

て
い
な
い
派
遣
労
働
者
の
労
災
認
定

に
つ
い
て
、
派
遣
先
と
派
遣
元
の
責

任
・
義
務
を
第
一
〇
条
に
お
い
て
規

定
し
た
。

派
遣
労
働
に
属
さ
な
い 

範
囲
も
規
定	

　
「
規
定
」
の
第
二
六
条
は
「
企
業

が
労
働
者
を
海
外
へ
派
遣
す
る
行
為
、

あ
る
い
は
家
庭
・
自
然
人（
３
）へ
派

遣
す
る
行
為
は
派
遣
労
働
に
属
し
な

い
」
と
し
て
い
る
。
ま
た
第
二
五
条

は
「
外
国
企
業
お
よ
び
外
国
金
融
機

関
が
派
遣
労
働
者
を
使
用
す
る
場
合

や
、
国
際
遠
距
離
航
海
に
お
い
て
船

員
を
派
遣
労
働
者
と
し
て
使
用
す
る

場
合
は
、「
三
性
」
お
よ
び
派
遣
労
働

者
の
比
率
制
限
を
受
け
な
い
」
と
し

て
い
る
。

　

な
お
、
今
回
の
「
規
定
」
は
主
に

企
業
を
対
象
と
し
て
お
り
、
政
府
系

事
業
組
織
は
対
象
外
で
あ
る
。
た
だ

し
人
的
資
源
社
会
保
障
部
の
声
明
に

よ
れ
ば
、
将
来
的
に
は
政
府
系
事
業

組
織
に
対
し
て
適
用
す
る
こ
と
も
検

討
さ
れ
て
い
る
。

実
行
に
は
不
安
の
声
も

　
「
規
定
」
発
表
後
、
規
定
さ
れ
た

内
容
が
円
滑
に
実
施
さ
れ
る
か
ど
う

か
に
つ
い
て
、
不
安
視
す
る
声
も
出

て
い
る
。
理
由
は
四
つ
で
、
一
つ
目

が
国
有
企
業
を
は
じ
め
外
資
企
業
、

民
営
企
業
な
ど
が
二
年
間
で
派
遣
労

働
者
の
比
率
を
一
〇
％
以
内
に
順
調

に
抑
え
ら
れ
る
か
。
二
つ
目
は
、
派

遣
労
働
者
が
リ
ス
ト
ラ
さ
れ
、
失
業

す
る
事
へ
の
心
配
。
三
つ
目
が
、
派

遣
労
働
者
が
リ
ス
ト
ラ
を
恐
れ
、
派

遣
先
で
の
待
遇
に
問
題
が
あ
っ
て
も

我
慢
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
。
そ

し
て
四
つ
目
が
、
労
働
基
準
監
督
署

の
監
査
が
ど
こ
ま
で
厳
格
に
実
施
さ

れ
る
の
か
と
い
う
不
安
で
あ
る
。

　
「
規
定
」
に
よ
り
派
遣
労
働
者
の

比
率
は
一
〇
％
に
抑
え
ら
れ
る
か
、

派
遣
労
働
者
の
権
利
を
本
当
に
守
る

こ
と
が
で
き
る
か
、
期
待
は
高
い
が
、

重
要
な
課
題
に
も
な
り
え
る
。

【
参
考
資
料
】

中
国
政
府
網
、
人
的
資
源
社
会
保
障
部
、

全
国
総
工
会
、
労
働
報
、
中
国
新
聞
網
、

羊
城
晩
報

［
注
］

１　

労
働
契
約
法
第
四
〇
条　

下
記
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
使
用
者

は
三
〇
日
前
に
書
面
で
労
働
者
本
人
に

通
知
す
る
か
、
あ
る
い
は
一
カ
月
分
の

賃
金
を
労
働
者
に
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、

労
働
契
約
を
解
除
で
き
る
。
労
働
者
が

病
気
に
な
る
、
あ
る
い
は
業
務
に
起
因

し
な
い
理
由
に
よ
り
負
傷
し
、
規
定
の

治
療
期
間
を
終
え
て
も
従
前
の
職
務
に

従
事
す
る
こ
と
が
不
可
能
で
あ
り
、
か

つ
雇
用
先
が
手
配
す
る
別
の
業
務
へ
の

従
事
も
不
可
能
な
場
合
。
労
働
者
に
所

定
の
業
務
を
遂
行
す
る
能
力
が
な
く
、

訓
練
や
業
務
の
変
更
を
経
て
も
業
務
遂

行
能
力
が
な
い
場
合
。
労
働
契
約
を
締

結
す
る
際
の
根
拠
と
し
て
い
た
客
観
的

な
状
況
に
重
大
な
変
化
が
生
じ
、
労
働

契
約
を
履
行
す
る
こ
と
が
出
来
な
く
な

り
、
使
用
者
と
労
働
者
が
協
議
を
し
て
も
、

労
働
契
約
の
内
容
の
変
更
に
つ
い
て
使

用
者
と
労
働
者
が
合
意
に
達
し
な
い
場

合
。

２　

労
働
契
約
法
第
四
一
条　

下
記
の
い

ず
れ
か
に
該
当
し
、
二
〇
人
以
上
の
人

員
削
減
ま
た
は
全
従
業
員
の
一
〇
％
以

上
の
削
減
が
必
要
な
場
合
、
使
用
者
は

三
〇
日
前
に
労
働
組
合
ま
た
は
従
業
員

代
表
に
状
況
を
説
明
し
て
意
見
を
聞
い

た
後
に
、
人
員
削
減
計
画
を
労
働
行
政

部
門
に
報
告
し
た
う
え
で
、
人
員
削
減

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。（
１
）
企
業
破

産
法
の
規
定
に
基
づ
き
企
業
再
編
を
行

う
場
合
。（
２
）
経
営
に
重
大
な
困
難
が

生
じ
て
い
る
場
合
。（
３
）
産
業
の
転
換
、

重
大
な
技
術
革
新
、
経
営
方
式
の
変
更

に
よ
り
、
労
働
契
約
の
変
更
を
実
施
し

て
も
な
お
人
員
削
減
の
必
要
が
あ
る
場

合
。（
４
）
労
働
契
約
の
根
拠
に
し
て
い

た
客
観
的
な
経
済
状
況
に
重
大
な
変
化

が
生
じ
、
労
働
契
約
を
履
行
出
来
な
い

場
合
。
人
員
削
減
に
際
し
て
は
、
下
記

の
労
働
者
を
優
先
的
に
残
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
１
）
当
該
の
企
業
と
労
働

契
約
を
締
結
し
て
い
る
期
間
が
比
較
的

に
長
期
で
あ
る
者
。（
２
）
期
間
の
定
め

の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
し
て
い
る
者
。

（
３
）
世
帯
に
他
に
就
業
者
が
い
な
く
、

高
齢
者
ま
た
は
未
成
年
を
扶
養
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
者
。

３　

法
令
上
「
人
」、「
個
人
」
に
該
当
す
る
。

＊
本
記
事
で
紹
介
し
て
い
る
条
文
は
仮
訳
。

（
国
際
研
究
部
）


